
















































































バーで開催された『PKP Scholarly Publishing Conference 
2007』に参加し、各国のユーザと意見・情報の交換を行なっ
た。OJSを含めて、世界における学術機関リポジトリの動向
に関する情報を入手できた。それのみならず、日本からの参
加は、日本でのOJSや機関リポジトリの動きを欧米に知ら
しめる良い機会であった。
2008年1月に大阪大学で開催された『DRF International 
Conference 2008』では実行委員会の一員として参加した。
この国際会議は、日本とほかのアジア・環太平洋地域の関係
者が情報交換を行なう良い機会となった。韓国、台湾やイン
ドの講演に、日本国内の関係者は強い興味を持ち、日本の
講演やポスターセッションに海外の関係者が強い刺激を受け
た。最後に国際会議の有意義性が再確認され、盛況のうちに
幕を下ろした。
日本におけるOJSの普及の課題は、「運用モデルの確立」と
「ニーズの対応」である。
既述したとおり、日本ではまだOJSの採用例がない。図3
の流れを実現するためには、OJSを利用して、時間をかけて
試行錯誤しなければならない。学内への働きかけのほかに、
広島大学や長崎大学とともにOJSの利用を呼びかけてきた
が、各機関からの問い合わせが多いものの、いまだにOJS
を利用した出版例がない。現状を改善するために、主担当大
学として率先して「運用モデル」を確立する必要があると考
え、図書館内機関誌『蔦』編集委員会の協力を得て、OJSを
用いて『蔦』の刊行を行なう予定である。これをモデルとし
て学内の各編集委員会や研究箇所に働きかけていく。
もう一つはニーズへの対応である。現時点では、国立国会
図書館の雑誌記事索引の採録誌になるためには紙媒体で刊行
しなければならない。OJSを利用するならば、ぜひ紙媒体に
印刷して刊行できる機能がほしいという意見が雑誌編集委員
会等から多く寄せられた。現在のOJSには紙媒体を印刷す
るための機能がなく、そのニーズに対応することができない。
今後は主担当機関として各機関とともに、仕様を検討し、印
刷モジュールを開発する予定である。
本学は「平成20-21年度委託事業」に応募し、2008年度以
降も引き続きOJSの研究開発プロジェクトに関わっていく
予定である。また、広島大学や長崎大学のほかに、OJSに興
味を示している京都大学や佐賀大学も新たなメンバーとして
OJSのプロジェクトに参加した。平成20-21年度は、これら
の機関とモデルの確立やニーズの対応に取り組み、OJSの普
及や機能向上に力を入れる予定である。
図3　OJSとDSpaceの連携
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